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区民の皆様ならびに区民防災組織の皆様へ 
 
阪神淡路大震災から 10 年が経ち、国民の震災へ

の関心も薄れてきた平成１６年 10 月 23 日、新潟県

中越地震が発生し、多くの被害が出ました。 
練馬区は、発災直後から、区内に特段の被害がな

いことを確認した後、被災地と直接連絡を取り合い、

緊急支援物資の搬送などを行いました。わけても、

練馬区と 10 年来の交流があり、最大震度 7 を記録

した川口町に対しては長期間にわたり様々な支援を

行ってまいりました。 
練馬区では、阪神淡路大震災の教訓から区立小中学校を避難拠点に指定し、地域の皆様

で構成される避難拠点運営連絡会を中心とする防災対策を進めています。平成 14年度には、

備蓄物資を充実させるとともに、全避難拠点運営連絡会が組織化されました。 
川口町では、近年、大きな地震災害に見舞われたことがなく、震災への備えが、必ずし

も十分とはいえませんでした。しかし、都市部で希薄といわれる地域のコミュニティはし

っかり息づいていました。そのため、被災時に最も重要な安否確認と被災者救出が地域ご

とで行われ、人的被害が最小限に抑えられました。さらに、全町民が１ヵ月にも及ぶ不自

由な避難生活を余儀なくされても、地域ごとによくまとまって大きな混乱もなく乗り切り、

避難勧告が解除されると日常生活に円滑に移行しています。 
川口町への支援を通じて、あらためて地域の皆様が主体となって運営する避難拠点を中

心とした防災対策の方向性は正しかったと確信しました。 
地震の発生を防ぐことはできませんが、地震に備えることはできます。 
災害対策の目標は、被害を最小限度に抑えることと、一日でも早い日常生活への復帰で

す。 
本報告書は、支援活動に従事した職員の目を通して知りえた被害の実態と、練馬区の活

動、支援を通じて得た教訓をまとめたものです。 
区民ならびに区民防災組織の皆様や、関係機関の今後の活動の一助になれば幸いです。 
また、今回の震災に際し多くの区民や区内事業者の皆様から、たくさんの義援金や支援

をいただきましたので、巻末ではございますが概要を掲載させていただいております。 
あらためて区民の皆様や区内事業者の皆様に感謝申し上げます。 

練馬区長      

志村 豊志郎   
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地 震 発 生 直 後 の 対 応 

 
新潟県中越地震は１０月２３日午後５時５６分

に発生した。東京でも震度４（練馬区内は震度３）

を観測したので、練馬区防災課職員は区役所防災セ

ンターに自動参集し、区内には特段の被害がないこ

とを確認した。 
その後、緊急支援の可能性を調べるため、こうし

た大きな災害にありがちな震源地に近くテレビな

どが報道しない（情報のドーナッツ現象）自治体に

直接電話連絡を行う。 
その結果、川口町と旧堀之内町（現魚沼市）に連

絡がつき、緊急支援の要請を受けた。 
しかし、川口町役場からの情報では 
① 町に通じる道路が崩れ、町に入れない。 
② 電話は交換機の非常用バッテリーを使って

いるが、そのバッテリーも切れつつある。 
との状況であり、区としての対応は困難と判断し、

川口町への支援を一旦は断念した。 
旧堀之内町については、支援物資の内容を調整し、

翌２４日には搬送した。 

２５日には NTT から川口町に衛星携帯電話が提

供されて通信が回復し、練馬区に対し改めて支援物

資の要請があった。 
早速、支援物資の調達を行うとともに、町に至る

ルートは軽自動車なら何とか通行できるとの情報

から、隣の堀之内町で２ｔトラックから軽トラック

に積み替えて搬送することを想定。協定団体「赤帽」

の軽トラック 4 台、トラック協会の 2t 車 2 台を手

配し、翌２６日早朝に出発した。 
関越自動車道は六日町から先は通行禁止になっ

ていたが、堀之内インターまでの間は緊急車両の通

行が許可されており、地震によって被害を受けた高

速道路を、急ピッチで進む修復工事現場を避けなが

ら旧堀之内町へ向かう。本部では、搬送隊の状況を

川口町に逐次伝えていたが、その際、予定していた

旧堀之内町から川口町へ通じる道路が再度通行不

能になったとの連絡が入る。 
町と調整し、搬送隊を旧堀之内町役場にて待機さ

せ、川口町の職員が何とかルートを開拓して誘導す

ることになった。午後３時、川口町の職員と合流し、

物資をすべて軽トラックに積み替え啓開したばか

りの道を先導されて川口町役場へ向かう。 
川口町役場に無事到着し町長に物資搬送の報告

を行った。 

 

１０月２３日の職員参集状況を記入したボード 

練馬区役所を出発する支援物資搬送隊 

啓開されたばかりの道路を進む 

旧堀之内町に搬送した練馬区の緊急支援物資 

毛布 600 枚、アルファ米 600 食、ビスケット

1,536 食 
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このとき、川口町の倉庫に支援物資はほとんどな

く、報告を受けた練馬区の本部では、周辺区である

豊島、板橋、中野及び中央に追加支援を要請。 

いずれも快諾を得て、順次、各区の搬送が始まった。 
２６日の搬送隊の職員の現地状況報告により、 
9 川口町の被害が想像以上に甚大である。 
9 自衛隊は既に現地展開しているがマスコミ

等も少なく孤立状態である。 
9 全町に避難勧告が発令されており、町民全員

が避難している。 
等が判明した。 
また 
9 川口町と練馬区は、練馬まつりや照姫まつり

を通じて１０年来の交流がある。 
9 川口町の人口は約５７００名、川口町の面積

は約５０平方ｋｍ、川口町職員数は約９０名 
9 首都圏では狛江市以外に防災相互援助協定

を結んでいない。 
等のこともわかり、関越自動車道によるアクセスが

可能であることから、国や新潟県が本格的に動き出

すまでの間、練馬区として全力で支援することを決

定し、１１月１日から第１陣として３７名の職員を

派遣することにした。 
 

 

被 害 状 況 
 

建物の被害 

最初に川口町の被害状況の概要を報告する。 
中越地震の最大震度は当初、小千谷市等で記録された

震度６強であった。しかし、電力が復旧した１１月１日

に川口町役場に設置されていた震度計のデータが気象庁

に送信され、川口町の震度７が中越地震の最大震度であ

ることがわかった。 

倒壊家屋と液状化により浮き上がったマンホール １階の店舗部分がつぶれてしまった商店 

川口町の人的被害        12 月 7 日現在 

死者４名、負傷者５２名 
建物被害 

全壊住宅  ５７０棟 
大規模半壊 １１０棟 
半壊住宅  ３２１棟 
火災１件 

川口町に搬送した練馬区の緊急支援物資 

おむつ 2,000 枚・ミルク 36 缶・生理用品 2,796
個・ビスケット 2,380 食・ビニールシート 140 枚・

アルファ米 2,000 食・水 1,455 リットル・風邪薬

800 人分・使い捨てカイロ 820 個・毛布 450 枚 

練馬区の物資しかない川口町備蓄倉庫 
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川口町における建物の被害分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中山

全壊
37%

大規模半壊
5%半壊

25%

一部損壊
32%

被害なし
1%

和南津

全壊
67%

大規模半壊
6%

半壊
11%

一部損壊
15%

被害なし
1%

東川口

全壊
44%

大規模半壊
8%

半壊
29%

一部損壊
18%

被害なし
1%

西川口

全壊
13%

大規模半壊
9%

半壊
27%

一部損壊
48%

被害なし
3%

田麦山

全壊
89%

半壊
6%

一部損壊
2%

大規模半壊
2%

被害なし
1%

木沢・峠

全壊
76%

大規模半壊
9%

半壊
4%

一部損壊
7%

被害なし
4%

牛ヶ島・武道窪・相川・荒谷

全壊
23%

大規模半壊
12%

半壊
30%

一部損壊
30%

被害なし
5%

被害別計（全町）

全壊
41%

大規模半壊
8%

半壊
23%

一部損壊
26%

被害なし
2%
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上の写真は、応急建物危険度判定によってすべての

建物に貼られた判定結果を示す判定紙。 

応急建物危険度判定は、全国から集まった資格を持

つ自治体職員等の専門家を国が取りまとめ、新潟県と共

同で地震後最初に行われる調査活動の一つである。 

ただし、川口町では全町に避難勧告が出ているので

「調査済」の建物であっても生活することはできない。 

「調査済」が貼られている建物はほとんどが公共施設

か自家用倉庫であり、住宅はほんのわずかしかない。 

こうした調査の後、りさい証明を発行するための詳細

な「家屋被害調査」が行われ、個々の建物の被害程度

が確定する。 

このりさい証明が発行されるまで、原則として家屋の取

り壊しや片付けはできない。 

川口町の場合は、「家屋被害調査」が終了していても、

避難勧告の発令中は建物に立ち入ることはできない状

況が続いた。 

なお、川口町の避難勧告は、発災から２３日後の１１月

１６日午後２時に一部を除き解除された。 

下の３枚の写真はいずれも建物の内部 

１階がつぶれて２階が１階のようになった住宅 

「危険」赤色の判定紙 

建物に入ることはで

きない。 

「要注意」黄色の判定紙 

建物に入る時は注意が

必要。 

「調査済」緑色の判定紙 

支障なく使える。 
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道路の被害  

 

 

主要な道路は左の３枚の写真のように応急復旧が

行われたが、迂回路などがある道路の場合は１ヶ月

以上たっても被災直後の状況をとどめていた。マン

ホールの浮き上がりは地下水位の高い地域で、下水

を設置する際に埋め戻した砂を十分締め固めていな

かった箇所に生じている。 
下水、水道は発災３週間後の１１月１４日におお

むね復旧した。 
 
 

破損した道路と液状化により浮き上がったマンホール 

市街地中心部の道路被害（段ずれ） 

完全に崩壊してしまった道路 １１月５日撮影 

上の写真と同じ場所を 11 月 20 日に撮影したもの。

応急復旧工事により片側通行が可能になった。 

上の２枚と同じ道路を反対側から撮影。応急復旧

工事の様子。 
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避 難 所 の 状 況 

１１月１日現在の避難所 

 

旧木沢小学校 

木沢・峠地区 

荒谷地区 

武道窪・相川地区 

東川口地区 

牛ヶ島地区 

中山地区 

和南津地区 

田麦山地区 

西川口地区 

田麦山小学校 

西川口小学校 

西川口中学校 

中山生活改善センター 

和南津集落開発センター 

泉水小学校 

サンウッド 

各地区毎の避難所数 
東川口地区 １６ヶ所 他    荒谷地区   ２ヶ所 他 
西川口地区 １２ヶ所 他    和南津地区  ３ヶ所 他 
牛ヶ島地区 １１ヶ所 他    田麦山地区  ３ヶ所 他 
武道窪地区  １ヶ所 他    木沢・峠地区 ２ヶ所 他 
相川地区   ３ヶ所 他    中山地区   ９ヶ所 他 
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川口町の避難所の概要 

川口町の避難所は、施設利用型、テント村、車中

泊・自宅倉庫活用型、と大きく３タイプに分けられ

る。それぞれは地区ごとにまとまり、場合によって

は班も構成され、班を代表する班長のような役割の

人がいる。 
川口町の避難所を理解する上でもっとも適切と思

われる東川口地区について報告する。 
東川口地区は町役場周辺の川口町の中心部にあり、

人口も多いため施設利用型やテント村など多様な避

難所が１６ヶ所以上も開設されていた。また、狭い

地域に多くの避難所が開設されているため歩くとす

ぐ避難所があるという状況であり、マスコミ等の取

材活動も活発であった。 
地区本部を町役場裏の「川口町商工会館前テント」

に設置し、この地区の避難所を統括する地区長を補

佐する庶務担当などの本部員が数名いる。 
東川口地区は東川口第１から第７まで班があり、

それぞれに班長がいて複数の避難所を担当する。 
班長は、毎日午前８時半に開かれる地区長主催の

地区会議に出席する。各班の人数報告と出入りがあ

った場合の行き先、要望事項などを報告し、地区長

と本部員が調整を行うとともに各班長に必要な情報

提供を行う。 
役場から近いせいか情報もきわめて迅速に把握し

ており、各避難所への伝達もスムーズに行われてい

た。 
食事や物資の配送も各班ごとに担当がいて、決め

られた時間に軽トラックで役場裏の配送センターで

受け取り、搬送している。 
各地区とも概ねこのような運営が行われていた。 

施設利用型避難所の例 

阪神淡路大震災において多く見られた学校施設な

どを利用した避難所である。 

 

田麦山小の避難所。正面の体育館で避難生活 

田麦山小体育館の内部 

田麦山小の校舎の内部。物資等が置かれている 
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テント村型避難所 

 
 

自宅倉庫活用型などその他の避難所 

 
 

東川口地区のテント村。テントは自衛隊が設営 

魚野川河川敷のテント村。中央の白いテント３つ

がこの避難所の本部。物資配給所や食堂になっ

ている 

建設会社の資材置場らしい所にできたテント村 

和南津地区の避難所。このテントはこの地区の

本部テント。住民は車中に泊まったり自宅の車

庫に寝泊りしていて、ここに食事や物資を取りに

来る。倉庫や車庫は雪国仕様で頑丈にできてい

る 

自宅の前庭に設置された自衛隊テント。倉

庫等がない場合はこうしたテントで寝泊りす

る 
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物資の配給状況 

川口町では、各避難所の配送担当者が、物資や食事

を役場などに取りに行くシステムができていた。 

 

 
避難所支援活動を通じて得た教訓 

震災時も川口町のコミュニティはしっかり機能し

ていた。 
普段から、各地区には地区長や地区長に代わる世

話役がいて、町からの情報の伝達などの役割をこな

している。 
そうした立場の人たちは、地区内住民のことをよ

く把握しており、また住民同士も顔なじみである。

そのため、避難所での生活が突然始まっても、日常

のルールが十分機能し、混乱も生じない。 

役場裏の配送センター。ここに各避難所から担

当が定時に取りに来る 

配送センター内の地区毎に仕分けされた物資 

食事は役場前で自衛隊が全食炊き出す。それを

配送センターに届け配送ルートに乗せる 

避難所に届けられた物資の配送状況。右の軽ト

ラックにより配送されてきた食事や物資を下ろし

ているところ 

給水の様子左は名古屋市の給水車。右のオレ

ンジ色のタンクに給水し、給水車の脇に写って

いる「うま」に取り付けられた蛇口から、住民が

ポリタンクなどで持って行く 
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また、そうしたコミュニティでは人命に関する情

報は直ちに町役場にあげることが習慣づけられてお

り、町役場もそれを信頼している。 
今回の地震災害に当たって、各地区のコミュニテ

ィが真っ先にしたことは地区内住民の安否確認であ

り、救助であり、火の始末であった。 
そして、安否不明者、要救助者がいれば直ちに町

役場に連絡し対応した。 
後に町長から話を聞く機会があって安否情報の入

り方を尋ねた答えが印象的であった。 
「我々のような中山間部に生活するものにとって

は、何か事が起こるとまず人命に関する情報を町役

場に上げることが習慣になっている。役場ではその

情報を元に、必要なら消防などに連絡して救助に当

たることになる。今回の震災でも、各地区では（安

否確認と救助）をきっとやっていてくれると思って

いた。（事実そうのような活動が行われた）」（危機管

理室要約） 
川口町では近年、大きな地震に見舞われたことが

なく、震災対策が必ずしも十分ではなかった。 
しかし、都市部で希薄といわれている地域のコミ

ュニティがしっかりと息づいていた。 
このことが、未曾有の地震災害に遭って、多少の

混乱はあったものの被害を最小にとどめ、早期の復

旧を可能にしたといえる。 
練馬区の目指してきた、住民主体の避難拠点を中

心とした震災対策の方向性は間違っていないことを

確認したと同時に、それに向けた都市部における地

域コミュニティ再生という重く困難な課題もはっき

りしたといえる。 
 

 

ボ ラ ン テ ィ ア の 活 動 

今回の震災においてもいわゆる災害ボランティアの活

躍はめざましかった。川口町にも１０月２８日には川口町

ボランティアセンターが立ち上がり、全国から多くのボラ

ンティアが集まり、被災者へのさまざまな支援を行った。 

集まったボランティアの数は多い時で平日３００～４００

人、土日で７００～８００人、１２月には１万人を超える人た

ちが小さな町の支援に集まってきた。 

  

川口町の社会福祉施設に開設された川口町ボ

ランティアセンター。全国から集まるボランティア

はまずここで登録する 

毎朝、行う活動ごとに編成されたボランティアは

注意事項などを確認してから出発する。こうした

運営もボランティアによって支えられている。 

ボランティア活

動を支えるボラ

ンティア 
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練 馬 区 の 対 応 

 

練馬区は、川口町に対し発災直後に行った緊急支援物資の搬送のほか、さまざまな支援活動を行った。 

その活動に派遣した職員数は延べで５５９人、実人員で１３９名。派遣期間は１０月２６日～１１月２１日のうちの１９日

間に及ぶ。 

支 援 内 容 一 覧 

1. 緊急支援物資の搬送 

2. 隣接区などへ支援物資応援依頼 

3. 応急危険度判定のため建築技術職の派遣 

4. 「かわぐち地震災害対策広報」発行支援 

5. 避難所運営支援 

6. 派遣職員が避難所の子供たちに遊具・文具を贈る 

7. 旧木沢小避難所の炊事場改善・風呂設置 

8. 資源ごみ収集 

9. 義援金贈呈 

10. 川口町物産展の開催 

 

地震災害対策広報発行支援 

災害時には口コミやうわさなど様々な情報が錯綜

する。このため、信頼できる機関が必要な情報を整

理し、活字にして被災者に届けることが重要といわ

れている。 
川口町役場にそうした対応はできないことが事前

調整の段階でわかった。そこで、練馬区から広報課

職員を派遣するとともに軽印刷機、編集機器、紙等、

広報紙発行に必要な機材のすべてを運び込み、派遣

初日の１１月１日からほぼ毎日２,０００部の地震対

策広報を発行する支援を行った。 
 練馬区の広報課では、災害対策広報発行の模擬訓

練を繰り返し行っており、今回の川口町での広報発

行支援も円滑に進めることができた。 

出張理髪サービス。こうした一定の技術を持っ

たボランティアの需要が高かった 
トイレ掃除隊。町内いたるところに設置されて

いる仮設トイレをこまめに回って掃除をする 
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１１月１日に発行した第１号 

 

この第 1 号以降、仮設住宅入居に向けたお知らせやライフラインの復旧状況、学校再開のめどや避難勧告解

除のお知らせなど、重要で被災者が最も知りたい情報を発信し続けた。 
 現地で取材していたマスコミからも高い評価を受けた支援活動であった。 
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避難所運営支援 

この活動は、当初、町役場との調整段階で不足し

ていると練馬区が判断した避難所の運営支援のため

に、練馬区の避難拠点要員を中心に編成された避難

所運営支援班３０数名により実施された。 
１１月１日からすべての避難所の実態調査を行っ

た結果、「避難所の状況」で記述したようにコミュニ

ティがしっかり機能していることを確認するととも

に、練馬区の避難拠点が手本とすべき地区もあるこ

とがわかった。 
同時に、課題のある避難所や、町やボランティア

と被災者との間に様々な行き違いなどがあることも

判明した。 
そこで、具体的な支援活動として以下のような内

容を行うことを決定した。 
9 具体的な支援を行う避難所は「田麦山小学校」

「旧木沢小学校」の２ヶ所 
9 避難所には必ず１日１度は立ち寄り要望を聞く 
9 同じ自治体職員である強みを生かして町との調

整を行う 
9 町で対応が困難な場合はボランティアセンター

と調整を行う 
 

9 実現できてもできなくても結果を必ず要望先に

返す 
また、派遣後に町から要請され、びん・缶・ペッ

トボトルの資源ごみ回収のための事前収集作業も担

うことになった。 
こうした活動を続けるうちに、被災者や地区の責

任者、町役場、ボランティアセンター等の信頼を得

るようになってきた。 
その結果、地震対策広報紙の配布が遅れがちな避

難所の解消や、練馬区が行う資源ごみ回収への協力

など、他の支援活動も円滑に進むようになり、その

ことによりさらに練馬区への信頼が高まることにな

った。 
特に、山あいの旧木沢小学校避難所では、給食室

を改良して屋外にあった炊事場を屋内に移したり、

避難所内に風呂を設置するなどの活動につながった。

この避難所では様々な理由から自衛隊の風呂を経営

することが困難であったので、後に視察した自衛隊

員からも感心された支援のひとつとなった。 
このように、避難所運営支援班の活動は、表面上

は地味で人手もかかったが、実は一連の支援を根幹

で支える活動になった。 
 

 
 

 

 
 

 

川口町役場前にテント２張を設営し、練馬区の

現地本部とした「練馬区サポートセンター」。活

動に出かける前のミーティングの様子 

時間が経過するにつれ必要な物資も変化してき

た。役場やボランティアセンターで調達できない

ものは練馬区から取り寄せた 
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上の３枚の写真はいずれも田麦山小学校避難所に

おいての区職員の活動状況を撮影したもの。 
この避難所ではこうした労働提供による支援が多

くなった。 

上の３枚の写真はいずれも旧木沢小学校避難所に

おいての区職員の活動状況。 
旧木沢小学校では労働提供に加え、生活環境改善

も行った。 

避難所でおもちゃを子供に渡しながら交流を図る 

給配食の手伝い 

どぶさらい 

地区長と話し合う支援班 

支援班が使えるようにした給食室で炊き

出しを行うボランティア 

支援班が設置した風呂 
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資源ごみの回収 

発災からおおよそ１週間後には、川口町にも当初

の遅れを取り戻すかのように支援物資が集まった。 
このため、飲料水などのペットボトルやインスタ

ント食品のプラスチックごみ、保存食料の空きビン、

空き缶等が大量に発生することになった。 
可燃ごみ・不燃ごみについては、数日後には町に

よる収集が始まってしたが、資源ごみについては、

その処理施設が被害を受け、町役場では回収処理の

手段はなかった。 
そこで、練馬区では、びん・缶・ペットボトルを

練馬区のリサイクルルートを活用して回収および処

理を行うことを計画し、川口町に提案を行った。 
川口町からは「ぜひお願いしたい」との要請があ

り、練馬区として資源ごみ回収を行うことが決定し

た。 
資源ごみ回収にあたっては、回収車が LPG（天然

ガス）であるため、途中での給油を余儀なくされる

ことに加え日曜日等日帰りでの回収作業になること

での工程管理がポイントとなった。 
このため、清掃本隊による回収に先立ち、避難所

支援班による事前仮回収を行った。 
回収作業は１１月７日、１１月９日、１１月２１

日の３回に渡って行われ、回収したゴミの量は、あ

きびん 5.7t、あき缶 3.0t、ペットボトル 3.4t、合計

12.1t にのぼった。なお、２１日については、練馬区

リサイクル事業協同組合により回収車と運転手の協

力を得ている。 
この活動は、新聞でも大きく取り上げられ、１１

月８日の朝日新聞 1面で「練馬からも収集車往復 450
キロ持ち帰り」という見出しで全国に報道された。 

 
 
 
 

上の写真は３枚とも被災者からの要望を聞いて

いるところ 

回収作業中の練馬区清掃車 
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義援金 

今回の震災において多くの区民ならびに団体の皆

様からたくさんの義援金を預かり、半分は新潟県に

残りは川口町に送らせていただきました。 
あらためてお礼を申し上げます。 
 

震災後の義援金受付結果 

数字は金額。単位は円 

 練馬区民 12,421,868 

※各団体からの 10,635,923 円含む 

 練馬区議会議員 250,000 

 練馬区職員 4,775,736 

 3 月 9 日現在 計 17,447,604 
 

団体名等       数字は金額。単位は円 
 株式会社ミツヤ建設造園 100,000 

 べじふるセンター練馬連合協力会 210,181 

 練馬区伝統工芸会 200,000 

 旭調査設計株式会社 116,400 

 旭ニコニコボランティア 80,000 

 大泉町連合町会 100,000 

 北大泉商栄会 100,000 

 株式会社五十嵐商会 100,000 

 東京光が丘ライオンズクラブ・東京すずしろライオンズク

ラブ 350,000 

 ねりま異業種交流会 100,000 

 高松町会 100,000 

 公木 義二様 1,000,000 

 練馬区漬物親睦会 30,000 

 大洋運輸㈱・成増興業㈱・光が丘運輸㈱ 209,040 

 橋戸町会 100,000 

 豊渓小学校生徒 100,473 

 練馬西町会 84,356 

 富士見台商栄会 165,100 

 旭丘一丁目町会 100,000 

 日蓮宗法音寺東京支院 122,567 

 大泉一新町会 48,060 

 練馬区商店街連合会 1,751,126 

 北野神社宮本町会・井頭町会若衆会 31,258 

 富士見台町会 100,000 

 西大泉連合町会 100,000 

 幸の会 100,000 

 春日町町会 500,000 

 練馬区グランドゴルフ協会 37,310 

 自民党練馬総支部女性部 31,995 

 早宮一丁目自治会 983,371 

 豊玉北四丁目自治会 393,614 

 手工芸作家連盟有志 35,000 

 関・上石神井料飲組合 423,090 

 大泉学園町商店会 80,000 

 大泉学園町東町会 80,000 

 練馬リトルシニア協会 150,000 

 下石神井第三保育園父母の会 12,000 

 桜台四丁目南町会 24,800 

 北町三丁目婦人部 30,000 

 株式会社コバ建設安全衛生協力会 180,144 

 光が丘第三小学校 44,240 

 いなげや練馬善福寺店 74,848 

 桜台一丁目町会 346,750 

 旭丘二丁目町会 136,374 

 ニコニコ商店街 55,540 

 有限会社こどもや呉服店 30,000 

 練馬区貫井町会 50,000 

 練馬区貫井町会 役員一同 25,760 

 練馬春日町サンリーム商店街 241,624 

 （社）練馬区体育協会 100,000 

 睦月会 20,000 

 大泉料飲組合 50,000 

 練馬明るい社会づくりの会 150,000 

 ㈱新都市ライフ光が丘事業本部 200,902 

 （社）東京都トラック協会練馬支部 550,000 

 

 
 
 

小林区議会議長とともに義援金の一部を川

口町の星野町長に手渡す志村区長（１１月６

日川口町震災対策本部で） 
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練馬区と協定を結んでいる団体からの協力 

今回の活動には、練馬区が被災した場合に協力を

していただく協定を結んでいる企業等からの支援も

いただきました。 
これらの協定団体や企業の皆様にあらためてお礼

を申し上げます。 
 

組織名・団体名 協力内容 

㈱キリンビバレッジ 飲料水 480ℓ無償提供 

練馬区薬業協同組合（みとよ堂薬局） 風邪薬・簡易カイロ調達 

スーパーあまいけ 飲料水の調達 

アゴラ造園㈱ 物資搬送 

東京都トラック協会練馬支部 物資搬送 

赤帽首都圏軽自動車運送協同組合城北支部 物資搬送 

練馬区設備防災協力会（㈱唐澤工業） 風呂の設置 

練馬区リサイクル協同組合 資源ごみ回収 
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支 援 活 動 を 通 じ て 得 ら れ た 教 訓 と 課 題 

 

練馬区では川口町への支援活動を通じて、地震災害対策についてのたくさんの教訓と課題を得ることができた。 

この教訓を生かすため、支援活動完了後直ちに関係者による準備会を数回開催し、年明けには助役をトップとする

「練馬区災害対策検討委員会」を開催し検討を開始したところである。 

災害対策検討委員会では、平成 16 年度内にも課題の抽出を行い、平成 17 年中には練馬区地域防災計画の改訂

も含めて防災対策に反映していくことが決まった。 

このうち、直ちに取り組むべき項目として以下の内容が確認された。 

 

避難拠点を中心とした防災活動の推進 

今回得られた教訓のうち最も重要なことは、これ

まで区が進めてきた地域の力による避難拠点を中心

とした防災対策の方向性の正しさが実証されたこと

である。川口町で避難生活が長期に及んだにもかか

わらず、大きな混乱もなかったのは、地区長や世話

役などを中心とする地域の力によるところが大きか

った。練馬区では、避難拠点運営連絡会を中心とし

て、今後避難拠点運営マニュアルを作成・充実する

とともに、地域との連携を一層重視した防災訓練を

実施していく。 
また、区は、防災活動にとどまらず、日常の活動

においても町会やＰＴＡ等を通じての地域との協働

を強め、地域コミュニティをさらに活性化させるこ

とにより、地域の高齢者や障害者などの災害要援護

者といわれる人たちを、地域の力で支えていく仕組

みづくりを進める。 
こうした活動を通じて、地域防災力の一層の向上

を図っていく。 
 
区の避難拠点要員を含む緊急初動要員の強化 

川口町では、職員の全員が住民と同様に被災者だ

った。しかし、自治体職員である以上、地震災害対

策活動を最優先しなければならない。このため、発

災直後から 1 週間は家族のいる避難所にも帰らず、

２４時間体制で災害対策業務に従事した。 
現在区の避難拠点要員は、発災後直ちに活動に入

れるよう避難拠点近くに住んでいる職員を指定して 
 

いる。しかし、区内の被害が大きければ大きいほど、

これら要員の家族や本人も被災する可能性が高くな

り発災時の緊急初動体制に支障が生じることとなる。 
そこで、初動体制を確実かつ実効性あるものとす

るため、避難拠点要員を含めた現行の緊急初動要員

体制の見直しを早急に行い、その強化を図る。 
 

災害時相互援助協定先の検討 

練馬区は現在、23 区と「特別区災害時相互協力及

び相互支援に関する協定書」の他に、長野県武石村

（人口約４千人）、喬木村（約７千人）、福島県塙町

（約１万１千人）の３自治体と協定を締結している

（人口は平成１５年現在）。 
相互支援という視点で考えた場合、規模の小さい

自治体との相互支援協定だけでは不十分な場合も想

定できることから、今後は、関越道や外郭環状道（東

北道）で結ばれた中規模な都市を想定して、対象を

広げることを検討する。 
 
平成 17 年度予算への反映 

 衛星携帯電話の購入（通信手段の確保と多様化） 
 災害優先携帯電話の配備（通信手段の確保と多

様化） 
 携帯トイレの備蓄（トイレ対策強化） 
 耐震診断助成の増額（減災への取組み） 
 家具転倒防止助成新設（減災への取組み） 
 防災区報特集号の発行（防災意識向上） 
 避難拠点活動の促進（地域防災力向上） 
 災害要援護者訓練の実施（地域防災力向上） 
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